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２（３） 千島海溝沿いの巨大地震 

            

            「千島海溝沿いの巨大地震」総合研究グループ長 高橋浩晃 

               （北海道大学大学院理学研究院） 

     

はじめに 

千島海溝は地震活動が活発な地域であり，Ｍ８クラスの巨大地震が多く発生してきた。

津波堆積物の調査から，17世紀前半のＭ8.8程度の地震をはじめ，巨大な津波を伴う超巨

大地震が繰り返し発生してきたことが知られている。地震本部は，千島海溝でのＭ8.8程

度以上の超巨大地震の発生が切迫していると評価している。また，中央防災会議の被害

想定では，最大で約10万人の死者を推定している。 

前計画から始まった千島海溝沿いの巨大地震を対象とした総合研究グループは，今年

度から開始された第３次計画においても研究が継続されることとなった。総合研究グル

ープには６つの研究課題が関係しており，災害の軽減を下支えするような，地震現象の

解明・地震や津波の災害誘因予測・地震発生予測及び防災リテラシーに関する研究が総

合的に行われている。 

 

令和６年度の成果 

 函館市の観光地であるベイエリア西部地区を対象に，観光客を含めた避難困難地域の

分析を行ったところ，観光客が屋外を散策している昼間と，観光客が高層のホテル等に

滞在している夜間では，昼間の方が避難困難人口が2000人程度多いことが明らかになっ

た。また，同地区を対象とするＶＲ津波避難訓練を実施し，率先避難者の行動が他の避難

者に与える影響の分析を行った。日高管内新冠町において，観光客などの地理不案内者

を想定した津波避難集団実験を実施し，情報通信端末によって避難場所の位置などの地

理情報を取得できたとしても，適切な避難ルートを選択できないことが明らかにされた。

これは，たとえスマホの避難用アプリがあったとしても，その効果は限定的である可能

性を示す重要な結果である。地理不案内者が多い観光地においては，むしろ誘導員や地

域住民による率先避難が効果的であると考えられる（北海道大学［課題番号：HKD_06］）。 

 北海道・三陸沖後発地震注意情報に関する社会調査を北海道内の主要都市で継続的に

実施し，情報の認知度は30％程度であり，経年変化が見られないことが明らかになった。

また，この情報が発表された場合，６割近い人が50%以上の確率で後発の大地震が起こる

と考えている状況についても経年変化が見られないことが示された。国から公表されて

いる後発地震の発生確率（約1%）から大きく乖離している状態が続いている。また，2024

年８月に出された南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）に関して行われた社会調査

との比較から，実際に情報が発出されると多くの人がかなり正しい知識を持てるように

なることも明らかにされた（公募研究，関西大学 [課題番号：KOB013]）。 

 千島海溝沿いの巨大地震が地域の基幹産業である農業に与える経済被害の推計を実施

した。直接被害・間接被害及び非農業分野への波及効果を合わせると，数千億円規模の被

害が想定されることが明らかになった。また，畜産・酪農分野においてヒヤリング等を実

施し事前投資の費用対効果を推計した結果，事前対策が経済的な防災投資であることを

確認した（北海道立総合研究機構[課題番号：HRO_02]）。 
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 2019年から継続している根室沖でのGNSS音響結合式海底地殻変動を船舶とウエーブグ

ライダ―で実施し，これまで得られたデータを含めて解析を行い，各観測点での変位ベ

クトルを推定した。昨年度までと同様に，プレート相対運動と概ね一致する変位ベクト

ルが検出され，一定のレートで地殻変動が継続していることが明らかになった。海域と

陸域の地殻変動データを統合してプレート境界面でのすべり欠損の予備的推定を実施し，

海溝軸に近いプレート境界浅部においても強く固着している可能性が示された。また，

A-0-A方式による海底水圧計での観測を開始したほか，圧力媒体容量を小さくする技術開

発を行った（北海道大学[課題番号：HKD_07]，東北大学理学研究科[課題番号：THK_10]）

津波浸水予測の不確実性評価に向けて，データ同化を組み込んだ津波伝播・氾濫予測手

法の開発を開始した。移流効果を考慮した津波波形解析手法を開発し2003年十勝沖地震

を対象として性能評価を実施した。地震動予測の高度化に向け，千島海溝周辺で発生す

る地震の地震波放射特性の影響を検討し，地震動のフーリエスペクトルを予測するプロ

トタイプモデルの作成を行った（北海道大学[課題番号：HKD_07]）。岩手・青森沖のプレ

ート境界浅部の地震活動と地下構造の関係を精査し，繰り返し地震の発生数などが沈み

込む堆積物の厚さの海溝沿い分布に対応していることを明らかにした（東北大学理学研

究科[課題番号：THK_10]）。 

 

今後の展望 

前計画に引き続き，千島海溝沿いの巨大地震総合研究グループの研究が行われた。観

光業が重要な産業となっている地域での防災対策バリューを高める観点で，函館市観光

地での津波困難人口分析やＶＲ避難実験は重要な取り組みである。これまで情報の発表

が行われていない北海道・三陸沖後発地震注意情報については，現在では北海道内での

認知度は低いものの，2024年８月に出された南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）の

社会反応調査から，情報発表時の社会への伝え方が重要である可能性が示された。社会

活動とのバランスを考慮し，適切な対応行動の事前準備について検討を行う必要がある。

一方，後発地震の発生頻度は世界的な地震発生状況から計算されたものであり，千島海

溝の地域的な地震活動特性は反映されていない。地殻活動を監視する技術的な側面での

研究開発を進め，統計的・経験的な評価手法を調査し，適切な防災情報としての発表方法

とともに検討を行う必要がある。 

北海道という地理的に独立した農業が産業基盤となっている地域の経済被害について

の試算が行われた。千島海溝の巨大地震による津波で港湾に被害が出ると，北海道の物

流の９割を占める海運に支障が発生し，発災直後の支援活動をはじめ，農業分野をはじ

め全道のサプライチェーンに長期的な影響が出る可能性がある。産業連関分析等に基づ

く経済被害の分析を進め，日本海側港湾の活用を含めた代替輸送や，高規格道路網の循

環化などの影響回避策を検討する必要がある。 

根室沖での海底地殻変動観測の結果から，津波を効率的に励起するプレート境界浅部

での強い固着が明らかになりつつある。今後，十勝沖や青森県東方沖での固着状況の把

握を進めるとともに，被害想定の観点からも千島海溝南部と日本海溝北部が連動するシ

ナリオの可能性を検討する必要がある。また，津波避難を確実なものにするため，地震動

や津波浸水の事前想定の高度化を着実に進めるとともに，現在のハザード想定の妥当性

を再点検し，津波避難計画のロバスト化を進めることが望ましい。 
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千島海溝沿岸では現在，津波避難タワーなどの整備が進んでおり，ハード対策には進

捗が見られている。今後は，整備されつつある施設を最大限に生かすためのソフト対策

が一層重要になってくる。災害は稀にしか起こらないため，大津波警報や北海道・三陸沖

後発地震注意情報を実際に経験する機会は極めて少なく，情報の伝え手側も受け手側も

双方が，それらの情報に初見で接するなかで対応を迫られる。大津波警報のような，人生

で一度あるかないかの情報に遭遇した場合，住民は避難という普段の生活からの思い切

った行動変容を瞬時に起動する必要がある。緊急時の情報の伝え手側である放送事業者

とアナウンサーも，これまで経験したことがない中で住民に「ことば」を打ち込み，津波

避難を促すことが求められる。津波避難という行動変容には，伝え手側，受け手側双方の

ファクターが影響する。一発勝負である緊急時の情報の伝え方については，あらゆる年

齢や立場の住民に対して，アナウンスの言葉やテレビのテロップなどにおいて，誤解や

齟齬・勘違いが生じないよう，細心の注意と周到な準備が必要である。情報の受け手側で

ある地域の住民と，伝え手側である放送事業者との直接的なリスクコミュニケーション

が必要であり，「減災のテトロヘドロン」を実践するアクションリサーチを通じて地域防

災力を継続的に高めていく取り組みが望まれる。 
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図１．北海道・三陸沖後発地震注意情報の認知度 

 

 

図２．千島海溝総合研究グループの作業分解構造図 

 


